
市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [93.1%]
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人件費・物件費等の状況
人口1人当たり人件費・物件費等決算額[102,026円]
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給与水準   （国との比較）
ラスパイレス指数 [100.3]
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定員管理の状況
人口千人当たり職員数 [6.79人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [14.3%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [88.6%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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将来負担の状況

類似団体平均

柳川市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
○財政力指数
　　人口の減少や全国平均を上回る高齢化率（Ｈ２０年度末２６．０％）に加え、市の基幹産業が
農漁業中心で企業が少なく財政基盤が弱い地域で、類似団体平均を大きく下回っています。歳
入においては、収納率の向上、企業誘致の調査研究、未利用財産の売却等を推進し歳入の確
保を図ります。一方歳出においては、定員管理の適正化（Ｈ１７～Ｈ２１までに４０人削減）、物件
費（Ｈ１７～Ｈ２１までに１５％の削減）等の削減と、第1次柳川市総合計画に掲げた施策事業の優
先度の高いものからの着実な事業実施との両立に努め、活力あるまちづくりの展開と共に財政
の健全化を図ります。

○経常収支比率
　Ｈ２０年度においては、前年度と比較して0.1％低くなっています。この要因は、経常収支比率算
出の分子となる経常一般財源において物件費・繰出金が増加したものの、人件費、公債費、補
助費等が減少し、また、分母となる経常一般財源収入である普通交付税が増加したためです。
今後も引き続き行財政改革への取組を通じて義務的経費の削減に努めます。

○人口一人当たり人件費・物件費等決算額
　全国、県、類似団体平均と比較して低くなっているのは、主に人件費が要因となっています。人
口１人当り人件費及び人件費に準ずる決算額は、67,806円で、類似団体平均の81,150円を大きく
下回っています。これは、人口１,０００人当りの職員数が類似団体の7.89人に対し6.79人と１４％
低くなっているように、主に職員数が類似団体に比べ少ないことによるものです。

○将来負担比率
　類似団体平均を２４．６％下回っています。主な要因としては、公的資金補償金免除繰上償還
等による地方債残高の減など将来負担額が減少していることがあげられます。今後も公債費等
義務的経費の削減を中心とする行財政改革を進め、財政の健全化に努めます。

○実質公債費比率
　比率算出式の分子となる公的資金補償金免除繰上償還の実施等による公債費充当一般財源
等額の決算額が減少したため、Ｈ２０年度は、前年度に比べ０．３％減少した結果となっていま
す。引き続き新規起債の抑制に努め、実質公債費比率の上昇を抑えます。

○人口1,000人当り職員数
　平成２０年度数値は前年度数値および類似団体平均値ともに下回っています。主な要因として
は、定員削減計画（全会計）では、平成１７年４月１日現在で６０２名の職員を平成２２年度までに
４０名を削減し５６２人とすることとしていますが、実際には、平成２２年４月１日現在で５３９人とな
る見込みで、２２年度の目標数を２３人上回っていること等があげられます。

○ラスパイレス指数
　前年度の数値をやや下回っています。主な要因は、国家公務員と本市職員を比較する場合の
経験年数毎の職員構成の変動によるものと、昇給抑制措置の国との違いによるものが影響して
いると考えられます。その結果、平成２０年は政令都市を除く県下２６市中、ラスパイレス指数の
高い方から10番目となっています。


